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　2022年度の決算総額は前年度に比べ増加しました。 要因として、 退職者の増加

による退職手当などの増や、 学校施設の計画的整備のため基金を積み立てた他、 国

の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施などが

挙げられます。 11月1日（水）から市 HP で詳細をご覧いただけます。

一般会計 本号で掲載する数値は、 茅ヶ崎市監査委員による審査を受けています。 （　）内は前年度比

　 特別会計は、 特定の事業を行うため、 条例に基づき設置され、 一般会計とは区別して

経理しています。

特別会計

主な新型コロナウイルス感染症対策事業

⑦商工費 (1.7%減)

 23億1276万円

⑧土木費 (3.0%増)

 57億2697万円

⑨消防費 (23.3%増)

 30億1341万円

⑩教育費 (58.5%増)

 97億5422万円

⑪災害復旧費 (100%減)

 0円

⑫公債費 (11.3%増)

 ５7億9537万円

会計名
決算額

収支差引額
翌年度
繰越
財源

実質収支額
収入 支出

国民健康保険事業 226億5772 222億2360 4億3412 0 4億3412

後期高齢者医療事業 39億5630 39億5458 172 0 172

介護保険事業 180億6509 176億440 4億6069 0 4億6069

公共用地先行取得事業 7255 7255 0 0 0

公
営
企
業
会
計

公共下水
道事業

収益 57億2479 53億5647 － － －

資本 20億5056 39億3899 － － －

病院事業
収益 136億9175 125億7170 － － －

資本 8億332 16億798 － － －

（単位 ： 万円）

　2022年度末の市債現在高は、 前年度より42億2340万円減少し、 ９54億620

万円（市民一人当たりは38万6800円）です。 市債は、 将来の財政負担が大きくな

らないよう計画的に借り入れを行っています。

　健全化判断比率および資金不足比率とは、 地方公共団体の決算に基づいて出され

る財政の健康状態を判断するための財政指標です。 2022年度決算に基づいて算定

した健全化判断比率および資金不足比率は、 いずれも国が定めた基準を下回る「健

全段階」でした。

市債の状況

健全化判断比率および資金不足比率

歳入計
965億

6654万円

①

③
⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

④ ②

本市比率
早期健全化
基準※3

財政再生
基準※4

説明

実質赤字比率 黒字 11.34% 20.00%
財政規模に対する一般会計等の
赤字の割合

連結実質赤字比率 黒字 16.34% 30.00%
財政規模に対する全会計の赤字
の割合

実質公債費比率 2.8% 25.0% 35.0%
財政規模に対する借入金返済額
などの割合

将来負担比率 24.7% 350.0% －
財政規模に対する将来支払わな
ければならない負債等の割合

資金不足比率 不足なし
経営健全化基準

20.0%
－

公共下水道事業、 病院事業の事
業規模に対する資金不足の割合

※3 早期健全化基準 ：  自治体の自主的な改善努力を図るための「財政健全化計画」の策定が必要とな
る基準

※4 財政再生基準 ： 国の関与による確実な再生を図るための「財政再生計画」の策定が必要な基準

⑥国庫支出金 (8.2%減)

 205億7526万円

⑦県支出金 (6.1%増)

 64億91万円

⑧各種交付金等 

 (1.1%減)

 104億6395万円

⑨市債 (3.7%減)

 29億4161万円

依存財源

①市税 (4.0%増)

 382億3763万円

②使用料及び手数料

 (49.8%増)

 15億6624万円

③諸収入等※2 (27.1%増)

 50億3786万円

④繰入金 (527.9%増)

 35億9425万円

⑤繰越金 (14.9%増)

 77億4883万円

自主財源

①議会費 (2.6%増)

 4億338万円

②総務費 (9.6%減)

 94億994万円

③民生費 (1.6%減)

 388億6269万円

④衛生費 (21.5%増)

 132億3855万円

⑤労働費 (4.6%減)

 2億1931万円

⑥農林水産業費 (15.1%減)

 2億6137万円

　国から交付された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用しました。

◆ 新生児の養育者に対する生活支援特別給付金（約１億5800万円）

◆ キャッシュレス決済ポイント還元事業（約６億7200万円）

◆ 企業移転、 サテライトオフィス設置支援（約206万円）

◆ 小・中学校で非接触対応のために可搬式インターホンを導入（約9700万円）

※１　 2022年度末の人口（24
万6655人）を基に算出

2022
年度 決 算

市民1人当たりに使ったお金

36万820円※１

※2  諸収入等の内訳は、 諸収入、 分担 
金と負担金、 財産収入、 寄附金

　歳入は、 国庫支出金が約１８億５０００万円、 各種交付金等が約１億２０００万円、 市

債が約１億１０００万円減となる一方で、 各種基金からの繰入金で約３０億２０００万

円、 市税全体で約１４億６０００万円の増など、 総額では約５３億７０００万円の増と

なりました。

　歳出は、 総務費が約１０億円、 民生費が約６億４０００万円の減となる一方で、

衛生費で約２３億５００0万円、 教育費で約３６億円、 公債費で約５億９000万円

の増など、 総額では約５５億５０００万円の増となりました。

（5.9％増）

歳出計 
（目的別）

889億

9797万円
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（6.7％増）
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